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■固定資産税
Ｑ１．「固定資産税」ってなに？

Ｑ２．「固定資産」って具体的にはどんなもの？

Ｑ３．どんな人が納めるの？

Ｑ４．固定資産税ってどうやって計算するの？

課税標準額 × 税率（１.４％） ＝ 税額　となります。

Ｑ５．高浜市の固定資産税の税率は近隣市より高いの？

〔衣浦東部都市計画区域〕
Ｑ６．「都市計画税」ってなに？
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Ｑ７．都市計画税の税額は？

Ｑ８．高浜市の都市計画税の税率は近隣市より高いの？

Ａ．固定資産税は、毎年１月１日現在(賦課期日といいます)において、高浜市内に土地、家屋および
償却資産(総称して「固定資産」といいます)を所有している人が、その価格をもとに算定される
税額を納める税金です。

Ａ．固定資産税を納める人は、原則として固定資産の所有者で、土地、家屋および償却資産につい
て固定資産課税台帳に所有者（納税義務者）として登録されている人です。
※１月２日以降に土地、家屋及び償却資産の所有者が変わったり、家屋を取り壊したりした場合でも、税額や納税義務
者は変わりません。その年度分の固定資産税は、１月１日現在の所有者に課税され、納税をすることになります。

Ａ．近隣市と税率を比較してみると・・・

Ａ．固定資産とは次のようなものをいいます。

Ａ．都市計画税課税標準額 × 税率（０.３％）＝税額　となります。

Ａ．近隣市と税率を比較してみると・・

Ａ．固定資産を評価します。固定資産の評価は、総務大臣が定めた固定資産評価
基準に基づいて行われます。市町村長がその価格を決定します（固定資産評
価額）。その価格をもとに課税標準額※１を決定します。

※１　課税標準額…課税標準額は、原則として、固定資産課税台帳に登録された価格をい
います。ただし、住宅用地のように課税標準の特例措置が適用される場合や、土地に
ついて税負担の急増を緩和するための負担調整措置が適用される場合は、課税標準
額は価格よりも低く算定されます。なお、市内で同一人が所有する土地、家屋、償却
資産のそれぞれの課税標準額が、表の金額に満たない場合は、 課税されません。  

（例） 土地の課税標準額の合計が40万円、家屋の課税標準額の合計が15万円の場合、土
地のみが課税されることになります。
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Ａ．都市計画税は、都市計画区域※２のうち、市街化区域内※３にある土地お
よび家屋の所有者に対して課税される目的税です。都市計画税は、道路や
公園などの整備及び下水道事業などに使われています。

※２　市町村の行政区域にとらわれず、一体の都市として総合的に整備し、開発し、
及び保全する必要がある区域を県知事が指定しています。高浜市は、碧南
市、刈谷市、安城市、知立市とともに５市で衣浦東部都市計画区域に含まれ、
高浜市の全域が都市計画区域に含まれています。

※３　既に市街化となっている区域や、今後優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域です。
※４　自然環境や農業などを保全するために、市街化を抑制すべき区域です。この区域内においては、原

則として、住宅の建築や宅地化のための開発は制限されます。また、納税通知書は固定資産税と都
市計画税を合わせて送付されます。
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